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論 文 の 要 旨 
ショッピングセンターにおいて、キャンペーン実施日とキャンペーン予算を制御して総売上高あるい
は総利益を改善する問題に対して統計的手法と最適化法を用いた解決策を提案している。論文は、日
毎にその日がキャンペーン実施日に選ばれた場合の売上高と利益を推定し、キャンペーン実施日数と
予算に上限制約のある最適化問題に定式化し、その最適解を求め、結果を実際のデータと比較して効
果を検証し、かつ拡張モデルの提案とその検証を行うという順序で書かれている。 
基礎データは日付曜日等、日毎の売上高、売上件数である。まず各日を売上良好日とそれ以外に分類
するため、基礎データを用いてロジスティック回帰と混同行列によって閾値を決定し、個々の日に対
して売上良好日であるかどうかの判定を行っている。この結果を用いて、各日を売上良好日か否かと
キャンペーン実施日か否かで合計 4種類に分類し、それぞれの分類に対して期待売上高を推定してい
る。キャンペーン実施日を想定すると、期待売上高とこのキャンペーン実施日から期待総売上高が決
まり、この段階で解くべき最適化問題が次に示したように明示的に獲得できる。この最適化問題は、
指定された日数を超えない日数だけキャンペーン実施日を設定して期待総売上高を最大にする問題
である。 
 
  
この最適化問題を解いた結果、実際に実施されたキャンペーンと比べて売上高が 4％〜7％の増加する
可能性を確認している。 
次いで、このモデルに２つの拡張を施している。第 1の拡張モデルでは期待総売上高ではなく、1日
あたりのキャンペーン費用を考慮して期待総利益の最大化を目指している。その定式化のため、1 日
あたりのキャンペーン費用を増額した場合の各日が売上良好日となるかどうかを判定し、上記と同様
の手順を経て作成した最適化問題を解いている。第 2の拡張モデルはキャンペーン予算も制御すべき
変数に取り込んだモデルである。ここではキャンペーン予算の増額に対する売上高の弾力性を示す関
数を想定し、次いでその関数の 2つのパラメータを感度分析によって推定し、この関数を用いて予算
の増額量とキャンペーン日再配置の両者を変数に持つ最適化問題に定式化し、予算増額とキャンペー
ン日再配置の効果を比較検討している。 
計算結果の一例を挙げれば、ある年の秋季では 19 日分のキャンペーン実施日を再配置するだけで総
売上高を 4.5％、約 3億 5千万円増加させる可能性が示されている。さらにキャンペーン予算の増額
をも考慮すれば同じ秋季で総利益を 6.6％だけ増加できる可能性が示唆されている。 
審 査 の 要 旨 
【批評】 
本論文で扱っている対象が特定のショッピングセンターから得られたデータであることから、本論文
の結果に一般性を要求することは難しいが、その分析方法はこの種類の問題を分析する際に要求され
る手順をきちんと踏んでおり、同種の分析の範となりうる手堅い内容となっている。クリーンでない
データに対して、その出所にまで遡るとともに統計的手法を併用して特異値を取り除き、多重共線性
を避けるべく変数選択を実施してロジスティック回帰を行っていること、選択された説明変数は費用
をかけることなく収集可能である点などは提案された分析方法の長所である。最適化問題を解くこと
によって得られた実施計画が不連続な日程になることへの対処方法とその顧客行動への影響、さらに
キャンペーン実施日数上限の増減の効果などが考慮されていればさらに興味深い結果が導かれたも
のと考える。 
 
（博甲） 
【最終試験の結果】 
平成２７年２月４日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（マネジメント）の学位を受け
るに十分な資格を有するものと認める。 
 
 
